


(所見)
地域防災計画や耐震改修促進計画等の作成並びに教育施設、医療施設及び庁舎施設等を所掌する各府省等は、公共
建築物における耐震化対策を計画的かつ効率的に実施していくこと、また、地震発災時における避難所の円滑な運
営、病院機能の維持、災害応急業務に対応するための業務継続性の確保等のソフト面に関する対策についても積極
的に進めていくことが重要

③医療施設における耐震化対策等の状況

◆耐震診断の状況
耐震診断率48.1％ (対象 10,234棟)
耐震改修が必要と診断された建築物1,035棟、Iｓ値が0.3未満の建築物312棟

◆耐震改修の状況
耐震性能を確保している建築物の構造体 (対象全体で76.1％)
建築非構造部材の耐震化率70.2％、建築設備の耐震化率69.8％

④庁舎施設等における耐震化対策等の状況
＜防災拠点となる建築物：庁舎施設(都道府県庁、市役所等)、警察施設、消防施設＞

◆耐震診断の状況
耐震診断率68.5％ (対象 9,493棟)
耐震改修が必要と診断された建築物2,317棟、Iｓ値が0.3未満の建築物680棟

◆耐震改修の状況
耐震性能を確保している建築物(対象 9,493棟) 70.4％

国会要請 公共建築物における耐震化対策等（25年10月）＜続き＞
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（改善の処置要求（法36条））
土砂災害危険箇所で実施する基礎調査は、土砂災害から国民の生命を守るソフト対策に不可欠なデータを収集するもの
基礎調査結果を早期に活用してソフト対策を実施するため、都道府県に以下を助言
・基礎調査単位の適切な設定など（警戒区域の早期指定）
・基礎調査箇所について、過去の災害発生箇所の優先のほか、地元市町村と十分な意見調整（警戒区域の早期指定）
・警戒区域指定後の所定手続を市町村に周知等

(検査の結果）
(1) 警戒区域の指定

・基礎調査の結果、指定条件に当てはまる201千地点のうち62千地点は、未だ警戒区域等に指定せず
・62千地点のうち23千地点は調査後2年以上経過、さらに109地点は8年以上経過
・この23千地点では、調査後に計35件の土砂災害が発生

(2) 警戒区域の指定後の状況
・警戒区域等に指定等した60千区域のうち25％は、警戒避難体制に関する事項を防災計画に定めず
・要援護者施設がある1.8千警戒区域のうち10％は、避難に必要な災害関連情報の伝達方法を防災計画

に定めず
・土砂災害ハザードマップを住民に配布していないものあり

⑥ 22年度検査報告 土砂災害警戒区域の指定等に関する基礎調査の活用

（概要）
・都道府県が補助を受けて土砂災害危険箇所の地形、地質、降水、土地利用の状況を基礎調査
・都道府県は、基礎調査に基づき土砂災害警戒区域等を指定
・警戒区域の指定があったとき市町村防災会議は、防災計画に土砂災害防止に必要な警戒避難体制に関する
事項を定める
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（改善を必要とする旨の意見（法36条））

・道路整備の事業主体に対し、長寿命化計画の策定や検証、見直しに活用できるよう、重要な施設情報の範
囲を明確にして周知

・道路整備の事業主体に対し、施設の移管に当たって重要な施設情報を整理、提供し、確実に引き継がれる
よう周知

・港湾整備の事業主体との間で、協議、調整等が円滑に進ちょくする実施体制を整備、長寿命化計画の策定
に重要な施設情報が活用できるよう緊密に連携

・両事業の事業主体に対し、重要な施設情報については、施設の維持管理、更新まで管理する必要があるこ
とを周知

(検査の結果）

・道路整備286事業主体中25事業主体で、H5政令改正により引き上げられた道路橋設計荷重(20ｔ→25
ｔ)に基づき補修工事の必要の有無を検討したが、その結果を長寿命化計画に反映させず

・管理者(事業主体)が変更した2999橋中297橋で、点検データが新管理者に引き継がれず
・国有港湾施設181施設のうち150施設で、国と事業主体の協議不十分なまま長寿命化計画策定
・道路整備、港湾整備両事業の290事業主体中146事業主体で、点検データ等の記録、整理が不十分

⑦ 21年度検査報告 社会資本整備事業で整備した施設の長寿命化事業

（概要）

・道路整備、港湾整備において事業主体（国、地方公共団体）は長寿命化計画を策定し、予防保全的管理を
行ってライフサイクルコストの縮減を図る

・劣化予測の元となる過去の点検データなど施設情報を適切に保存、活用することが、的確な長寿命化計画の
策定と同計画に基づく維持管理に重要
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(当局が講じた改善の処置)
防食性能及び塗装費用の価格差を総合的に判断して、ポリウレタン塗装を廃止しフッ素塗装を採用す
るよう設計要領、管理基準等を改定し、19年8月以降適用

（検査の結果)
・ポリウレタン塗装の113橋、塗装面積795千㎡、フッ素塗装の101橋、同734千㎡を検査
・設計要領等に何れの塗装仕様を選定するか基準はなく、塗装の選定は区々となっている

・１㎡当たり塗装単価は、フッ素塗装がポリウレタン塗装の1.05～1.2倍と高い
・しかし、フッ素塗装は防錆効果が高く期待耐用年数は長い

(フッ素塗装30年 ⇔ ポリウレタン塗装20年)

・40年間のライフサイクルコスト(LCC)により比較すると、
１㎡当たり塗装費(LCC)は、フッ素塗装 11千円 ⇔ ポリウレタン塗装 16～17千円

フッ素塗装が、5021～5611円有利
ポリウレタン塗装としている箇所を

ポリウレタン塗装のままとした場合：LCC134億円 ⇔ フッ素塗装に変えた場合：LCC90億円
→ LCCベースで43億円の効果

⑧ １８年度検査報告 鋼道路橋の塗装に係るライフサイクルコストの低減

(概要)
・高速道路の鋼道路橋には鋼材腐食を防止するための塗装が重要
・耐久性が高い重防食塗装の仕様には、ポリウレタン樹脂塗装 と フッ素樹脂塗装 あり
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土木工学など専門知識が必要な分野の
検査能力の確保

○採用等
土木、建築などを専攻した技術系人材の採用等

○研修

採用後の早い段階から、土木、建築の基礎的知識を段階的に付与

検査実務経験を積んだ調査官を対象としたより高度で専門的・実
践的な研修を実施

外部機関に委託して行う研修

○外部機関への鑑定依頼

高度な技術的内容を含む事柄について、第三者的な専門機関等に
よる判定を依頼
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(参考)｢工事検査実習施設 (構造物モデル)｣

会計検査院研修所（群馬県安中市）の敷地内に、主な土木構造物
※の施工モデルを多数配置

※舗装、擁壁、河川護岸、法面、ボックスカルバート、上下水道、
建築、水路、海岸護岸、橋梁

舗装ではコンクリート舗装、アスファルト舗装、透水性舗装など
複数の工種を展示

完成形のほか施工の途中段階の状態も展示
→ 実際の配筋状況などを視認可能

配筋ミスやコンクリート強度不足など設計や施工を誤った構造物
も展示
→ 現場での実地検査を想定した実践的な研修ツール
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国民生活の安全性に貢献する会計検査(まとめ)

会計検査院自らが国民生活の安全性に関する検査を実施、不適切な事態の是正、

問題点の改善を求めていく ことに加えて、

① 各府省、出資法人、都道府県等を対象とした検査報告の説明会の開催

→近年の説明会の中では安全性に関する指摘事項についても詳しく説明して広く

その再発防止を図っている

会計検査院による外部からのチェックと各府省等の内部監査等が、車の両輪として
機能するよう、

② 監査担当者を対象とした研修（講習会）の開催

③ 内部監査機関との連携強化

→安全性に関する内部監査等の充実・強化を期待

こうした取組を通じて会計検査の立場から国民生活の安全性に貢献
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【司 会】

あり かわ ひろし

有川 博
(日本大学総合科学研究所 教授)

経 歴
昭和４７年 ３月 東北大学法学部 卒業

４７年 ４月 会計検査院 奉職
平成１４年 ６月 同 退職(第４局長)

１４年 ７月 国家公務員共済組合連合会理事 就任
１７年 ３月 同 退職
１７年 ４月 日本大学総合科学研究所教授 就任 現在に至る

現 在 行政改革推進会議歳出改革ＷＧ委員
行政事業レビュー委員(総務省・文科省・消費者庁)
政策評価委員(消費者庁)
契約監視会委員等(総務省・文科省・防衛省ほか)
内閣府政府調達苦情検討委員会委員
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〔 メ モ 〕
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